
下線部が修正箇所である。

令和４年度租税滞納状況の概要　正誤表

Ⅰ　租税滞納の状況
　１　令和４年度租税滞納状況の概要

正

誤

【お詫び】
　平成２９年度～令和４年度「租税滞納状況」についての掲載分に正誤表のとおり誤りがありましたので、
お詫びして訂正させて頂きます。



下線部が修正箇所である。

令和４年度租税滞納状況の概要　正誤表

Ⅰ　租税滞納の状況
　３　滞納発生割合

正

誤



下線部が修正箇所である。

令和４年度租税滞納状況の概要　正誤表

Ⅰ　租税滞納の状況
　４　整理済額

正

誤



下線部が修正箇所である。

令和４年度租税滞納状況の概要　正誤表

Ⅰ　租税滞納の状況
　６　（参考）主要税目別の租税滞納状況

正

誤



下線部が修正箇所である。

令和３年度租税滞納状況について

令和３年度租税滞納状況

正 誤



【ポイント】 【ポイント】

下線部が修正箇所である。

○　新規発生滞納額の推移

　　（注） １　地方消費税を除いています。
　　　　　 ２　各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。

　なお、令和３年度の滞納発生割合（新規発生滞納額（２０３億１５百万円）／徴収決定済額（１兆３，４９１億２２百万円））は
１．５％で、令和２年度（１．１％）を、０．４ポイント上回りました。

（注）　徴収決定済額とは、申告などにより課税されたものをいいます。

令和３年度租税滞納状況について

２　新規発生滞納額

正 誤

２　新規発生滞納額
令和３年度における新規発生滞納額は、２０３億１５百万円となりました。
　（令和２年度（１３６億４９百万円）より６６億６６百万円（４８．８％）増加）

 ○新規発生滞納額（２０３億１５百万円）は、令和２年度（１３６億４９百万円）より
６６億６６百万円増加しました。

２　新規発生滞納額
令和３年度における新規発生滞納額は、２０３億１５百万円となりました。
　（令和２年度（１３６億４９百万円）より６６億６６百万円（４８．８％）増加）

 ○新規発生滞納額（２０３億１５百万円）は、令和２年度（１３６億４９百万円）より
６６億６６百万円増加しました。

○　新規発生滞納額の推移

　　（注） １　地方消費税を除いています。
　　　　　 ２　各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。

 なお、令和３年度の滞納発生割合（新規発生滞納額（２０３億１５百万円）／徴収決定済額（１兆３，４９１億１４百万円））は
１．５％で、令和２年度（１．１％）を、０．４ポイント上回りました。

（注）　徴収決定済額とは、申告などにより課税されたものをいいます。
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【ポイント】 【ポイント】

下線部が修正箇所である。

３　整理済額
　　滞納については、集中電話催告センター室において、新規発生滞納事案を幅広く所掌して、早期かつ集中的に電話催告等を行
い、効果的・効率的な滞納整理を行うほか、国税局や税務署の徴収担当部署においては、納税者個々の実情を踏まえながら、法令等
に基づき、確実な徴収に努めました。
　　その結果、令和３年度の整理済額は、１７４億６９百万円となりました。
　（令和２年度（１１５億３百万円）より５９億６６百万円（５１．９％）増加）

 ○整理済額（１７４億６９百万円）は、新規発生滞納額（２０３億１５百万円）を２８億４６百万円下回りました。

○　整理済額の推移

３　整理済額
　　滞納については、集中電話催告センター室において、新規発生滞納事案を幅広く所掌して、早期かつ集中的に電話催告等を行
い、効果的・効率的な滞納整理を行うほか、国税局や税務署の徴収担当部署においては、納税者個々の実情を踏まえながら、法令
等に基づき、確実な徴収に努めました。
　　その結果、令和３年度の整理済額は、１７４億６９百万円となりました。
　（令和２年度（１１５億３百万円）より５９億６６百万円（５１．９％）増加）

○　整理済額の推移

令和３年度租税滞納状況について

３　整理済額

正 誤

 ○整理済額（１７４億６９百万円）は、新規発生滞納額（２０３億１５百万円）を２８億４６百万円下回りました。

　　（注） １　地方消費税を除いています。
　　　　　 ２　各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。

　　（注） １　地方消費税を除いています。
　　　　　 ２　各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。
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下線部が修正箇所である。

令和３年度租税滞納状況について

（参考２）　税目別の租税滞納状況

正 誤



下線部が修正箇所である。

令和２年度租税滞納状況について

令和２年度租税滞納状況

正 誤

（単位：百万円）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ(Ａ＋Ｂ－Ｃ)

令和元年度末 令和２年度末

滞納整理中 新規発生 整理済額 滞納整理中

のものの額 滞納額 のものの額

（前期繰越額） （次期繰越額）

（89.4％） （86.2％） （65.6％） （115.0％）

14,331 13,649 11,503 16,477

6,506 2,910 2,750 6,665

内　源泉所得税 1,539 485 377 1,647

内　申告所得税 4,967 2,425 2,373 5,018

1,645 1,303 1,061 1,888

273 217 238 253

5,834 9,131 7,401 7,564

73 88 53 107

（注） １　（　）内の数値は、対前年度比です。

　　　 ２　地方消費税を除いています。

　　　 ４　各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。

　　　 ３　令和３年４月及び令和３年５月に督促状を発付した「滞納」のうち、その国税の所属年度（納税義務が
　　　　　成立した日の属する年度）が令和２年度所属となるものを含んでいます。

全税目

所得税

法人税

相続税

消費税

その他税目

○ 令和２年度租税滞納状況

（単位：百万円）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ(Ａ＋Ｂ－Ｃ)

令和元年度末 令和２年度末

滞納整理中 新規発生 整理済額 滞納整理中

のものの額 滞納額 のものの額

（前期繰越額） （次期繰越額）

（89.4％） （86.2％） （65.6％） （115.0％）

14,331 13,649 11,503 16,477

6,506 2,910 2,751 6,665

内　源泉所得税 1,539 485 377 1,647

内　申告所得税 4,967 2,425 2,374 5,018

1,645 1,303 1,060 1,888

273 218 238 253

5,834 9,131 7,401 7,564

73 87 53 107

（注） １　（　）内の数値は、対前年度比です。

　　　 ２　地方消費税を除いています。

　　　 ４　各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。

　　　 ３　令和３年４月及び令和３年５月に督促状を発付した「滞納」のうち、その国税の所属年度（納税義務が
　　　　　成立した日の属する年度）が令和２年度所属となるものを含んでいます。

全税目
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○ 令和２年度租税滞納状況



【ポイント】 【ポイント】

下線部が修正箇所である。

○　新規発生滞納額の推移

　　（注） １　地方消費税を除いています。
　　　　　 ２　各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。

　　なお、令和２年度の滞納発生割合（新規発生滞納額（１３６億４９百万円）／徴収決定済額（１兆２，４６５億４２
　百万円））は１．１％で、令和元年度（１．３％）を、０．２ポイント下回りました。

　　（注）　徴収決定済額とは、申告などにより課税されたものをいいます。

令和２年度租税滞納状況について

２　新規発生滞納額

正 誤

２　新規発生滞納額
　　期限内収納を確保するため、期限内納付に関する広報や納期限前後の納付指導の実施、滞納の未然防止のほか、適切な
　納税緩和制度の適用などに努めた結果、令和２年度の新規発生滞納額は、１３６億４９百万円となりました。
　（令和元年度（１５８億３３百万円）より２１億８４百万円（１３．８％）減少）

 ○新規発生滞納額（１３６億４９百万円）は、令和元年度（１５８億３３百万円）より２１億８４百万円減少
しました。

２　新規発生滞納額
　　期限内収納を確保するため、期限内納付に関する広報や納期限前後の納付指導の実施、滞納の未然防止のほか、適切な
　納税緩和制度の適用などに努めた結果、令和２年度の新規発生滞納額は、１３６億４９百万円となりました。
　（令和元年度（１５８億３３百万円）より２１億８４百万円（１３．８％）減少）

 ○新規発生滞納額（１３６億４９百万円）は、令和元年度（１５８億３３百万円）より２１億８４百万円減少
しました。

○　新規発生滞納額の推移

　　（注） １　地方消費税を除いています。
　　　　　 ２　各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。

　　なお、令和２年度の滞納発生割合（新規発生滞納額（１３６億４９百万円）／徴収決定済額（１兆２，４６５億３６
　百万円））は１．１％で、令和元年度（１．３％）を、０．２ポイント下回りました。

　　（注）　徴収決定済額とは、申告などにより課税されたものをいいます。
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【ポイント】 【ポイント】

下線部が修正箇所である。

３　整理済額
　　滞納については、集中電話催告センター室において、新規発生滞納事案を幅広く所掌して、早期かつ集中的に電話催告
　等を行い、効果的・効率的な滞納整理を行うほか、国税局や税務署の徴収担当部署においては、納税者個々の実情を踏ま
　えながら、法令等に基づき、確実な徴収に努めました。
　　その結果、令和２年度の整理済額は、１１５億３百万円となりました。
　　（令和元年度（１７５億３１百万円）より６０億２８百万円（３４．４％）減少）
　　なお、令和２年３月からは新型コロナウイルス感染症の影響により、納税が困難な方に対して、猶予制度の適用を優先
　して行いました。

 ○整理済額（１１５億３百万円）は、新規発生滞納額（１３６億４９百万円）を２１億４６百万円下回りました。

○　整理済額の推移

３　整理済額
　　滞納については、集中電話催告センター室において、新規発生滞納事案を幅広く所掌して、早期かつ集中的に電話催告
　等を行い、効果的・効率的な滞納整理を行うほか、国税局や税務署の徴収担当部署においては、納税者個々の実情を踏ま
　えながら、法令等に基づき、確実な徴収に努めました。
　　その結果、令和２年度の整理済額は、１１５億３百万円となりました。
　　（令和元年度（１７５億３１百万円）より６０億２８百万円（３４．４％）減少）
　　なお、令和２年３月からは新型コロナウイルス感染症の影響により、納税が困難な方に対して、猶予制度の適用を優先
　して行いました。

○　整理済額の推移

令和２年度租税滞納状況について

３　整理済額

正 誤

 ○整理済額（１１５億３百万円）は、新規発生滞納額（１３６億４９百万円）を２１億４６百万円下回りました。

　　（注） １　地方消費税を除いています。
　　　　　 ２　各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。

　　（注） １　地方消費税を除いています。
　　　　　 ２　各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。
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令和２年度租税滞納状況について

（参考２）　税目別の租税滞納状況

正 誤

下線部が修正箇所である。

区分

外　1,826 外　3,568 外　3,563 外　1,831

（ 101.0% ）

16,791

（ 98.7% ）

19,400

（ 103.5% ）

20,162

（ 95.5% ）

16,029

（ 95.5% ）

16,029

（ 81.6% ）

15,833

（ 87.0% ）

17,531

（ 89.4% ）

14,331

（ 89.4% ）

14,331

（ 86.2% ）

13,649

（ 65.6% ）

11,503

（ 115.0% ）

16,477

30
（ 100.9% ）

1,578

（ 107.0% ）

929

（ 116.7% ）

997

（ 95.7% ）

1,510

元
（ 95.7% ）

1,510

（ 82.5% ）

766

（ 73.9% ）

737

（ 101.9% ）

1,539

2
（ 101.9% ）

1,539

（ 63.3% ）

485

（ 51.2% ）

377

（ 107.0% ）

1,647

30
（ 94.1% ）

6,129

（ 96.5% ）

3,042

（ 106.8% ）

3,776

（ 88.0% ）

5,395

元
（ 88.0% ）

5,395

（ 80.6% ）

2,451

（ 76.2% ）

2,879

（ 92.1% ）

4,967

2
（ 92.1% ）

4,967

（ 98.9% ）

2,425

（ 82.4% ）

2,373

（ 101.0% ）

5,018

30
（ 130.5% ）

1,801

（ 82.2% ）

1,715

（ 100.8% ）

1,679

（ 102.0% ）

1,837

元
（ 102.0% ）

1,837

（ 108.6% ）

1,862

（ 122.3% ）

2,054

（ 89.5% ）

1,645

2
（ 89.5% ）

1,645

（ 70.0% ）

1,303

（ 51.7% ）

1,061

（ 114.8% ）

1,888

30
（ 114.0% ）

276

（ 110.1% ）

380

（ 109.3% ）

340

（ 114.5% ）

316

元
（ 114.5% ）

316

（ 79.7% ）

303

（ 101.8% ）

346

（ 86.4% ）

273

2
（ 86.4% ）

273

（ 71.6% ）

217

（ 68.8% ）

238

（ 92.7% ）

253
外　1,826 外　3,568 外　3,563 外　1,831

（ 102.2% ）

6,918

（ 101.8% ）

13,241

（ 103.1% ）

13,255

（ 99.8% ）

6,904

（ 99.8% ）

6,904

（ 78.2% ）

10,356

（ 86.2% ）

11,426

（ 84.5% ）

5,834

（ 84.5% ）

5,834

（ 88.2% ）

9,131

（ 64.8% ）

7,401

（ 129.7% ）

7,564

30
（ 54.9% ）

89

（ 49.2% ）

93

（ 43.9% ）

115

（ 75.3% ）

67

元
（ 75.3% ）

67

（ 102.2% ）

95

（ 77.4% ）

89

（ 109.0% ）

73

2
（ 109.0% ）

73

（ 92.6% ）

88

（ 59.6% ）

53

（ 146.6% ）

107

Ｄ（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

滞納整理中のものの額税目 新規発生滞納額

Ｃ

外　3,077

外　3,077

外　1,553 外　2,553 外　2,052

（参考２）

Ａ　前年度 Ｂ

外　2,051 外　2,054

全

税

目
合

計

30

元

（単位：百万円）

　　　　　 ただし、地方税法附則第９条の４の規定により、当分の間、国が消費税の賦課徴収と併せて地方

　       消費税の賦課徴収を行うものとされていることから、「全税目合計」欄及び「消費税」欄の外書と

2

外　1,831 外　2,799

滞納整理中のものの額

　　　 ２　上記の計数は、国税の滞納状況を示したものであるため、地方消費税を除いています。　　

整　理　済　額

外　2,054

外　1,553

　       として、地方消費税の滞納状況を示しています。

外　1,553 外　2,553

消

費
税

30

元

外　2,799外　1,831

2

外　1,553

　　　 ３　各々の計数で百万円未満を四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。

そ

の
他
税
目

税

　

　
　

　

目
　

　

　
　

別
　

　
　

　
の
　

　

　
　

内

　
　

　
　

訳

源
泉

所
得
税

申

告
所
得

税

相

続
税

法

人
税

（注） １　（　）内の数値は、対前年度比です。

税目別の租税滞納状況

区分

外　1,826 外　3,568 外　3,563 外　1,831

（ 101.0% ）

16,791

（ 98.7% ）

19,400

（ 103.5% ）

20,162

（ 95.5% ）

16,029

（ 95.5% ）

16,029

（ 81.6% ）

15,833

（ 87.0% ）

17,531

（ 89.4% ）

14,331

（ 89.4% ）

14,331

（ 86.2% ）

13,649

（ 65.6% ）

11,503

（ 115.0% ）

16,477

30
（ 100.9% ）

1,578

（ 107.0% ）

929

（ 116.7% ）

997

（ 95.7% ）

1,510

元
（ 95.7% ）

1,510

（ 82.5% ）

766

（ 73.9% ）

737

（ 101.9% ）

1,539

2
（ 101.9% ）

1,539

（ 63.3% ）

485

（ 51.2% ）

377

（ 107.0% ）

1,647

30
（ 94.1% ）

6,129

（ 96.5% ）

3,042

（ 106.8% ）

3,776

（ 88.0% ）

5,395

元
（ 88.0% ）

5,395

（ 80.6% ）

2,451

（ 76.2% ）

2,879

（ 92.1% ）

4,967

2
（ 92.1% ）

4,967

（ 98.9% ）

2,425

（ 82.5% ）

2,374

（ 101.0% ）

5,018

30
（ 130.5% ）

1,801

（ 82.2% ）

1,715

（ 100.8% ）

1,679

（ 102.0% ）

1,837

元
（ 102.0% ）

1,837

（ 108.6% ）

1,862

（ 122.3% ）

2,054

（ 89.5% ）

1,645

2
（ 89.5% ）

1,645

（ 70.0% ）

1,303

（ 51.6% ）

1,060

（ 114.8% ）

1,888

30
（ 114.0% ）

276

（ 110.1% ）

380

（ 109.3% ）

340

（ 114.5% ）

316

元
（ 114.5% ）

316

（ 79.7% ）

303

（ 101.8% ）

346

（ 86.4% ）

273

2
（ 86.4% ）

273

（ 71.9% ）

218

（ 68.8% ）

238

（ 92.7% ）

253
外　1,826 外　3,568 外　3,563 外　1,831

（ 102.2% ）

6,918

（ 101.8% ）

13,241

（ 103.1% ）

13,255

（ 99.8% ）

6,904

（ 99.8% ）

6,904

（ 78.2% ）

10,356

（ 86.2% ）

11,426

（ 84.5% ）

5,834

（ 84.5% ）

5,834

（ 88.2% ）

9,131

（ 64.8% ）

7,401

（ 129.7% ）

7,564

30
（ 54.9% ）

89

（ 49.2% ）

93

（ 43.9% ）

115

（ 75.3% ）

67

元
（ 75.3% ）

67

（ 102.2% ）

95

（ 77.4% ）

89

（ 109.0% ）

73

2
（ 109.0% ）

73

（ 91.6% ）

87

（ 59.6% ）

53

（ 146.6% ）

107

（注） １　（　）内の数値は、対前年度比です。

　　　 ２　上記の計数は、国税の滞納状況を示したものであるため、地方消費税を除いています。　　

　　　　　 ただし、地方税法附則第９条の４の規定により、当分の間、国が消費税の賦課徴収と併せて地方

　       消費税の賦課徴収を行うものとされていることから、「全税目合計」欄及び「消費税」欄の外書と

　       として、地方消費税の滞納状況を示しています。

　　　 ３　各々の計数で百万円未満を四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。

2

外　1,553 外　2,553 外　2,051 外　2,055

そ

の
他
税
目

30

元

外　1,831 外　2,799 外　3,077 外　1,553

税

　

　
　

　

目
　

　

　
　

別
　

　
　

　
の
　

　

　
　

内

　
　

　
　

訳

源
泉

所
得
税

申

告
所
得

税

法

人
税

相

続
税

消

費
税

外　3,077 外　1,553

2

外　1,553 外　2,553 外　2,051 外　2,055

税目 滞納整理中のものの額 新規発生滞納額 整　理　済　額 滞納整理中のものの額

全

税

目
合

計

30

元

外　1,831 外　2,799

（参考２）

（単位：百万円）

Ａ　前年度 Ｂ Ｃ Ｄ（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

税目別の租税滞納状況税目別の租税滞納状況



下線部が修正箇所である。

令和元年度租税滞納状況について

令和元年度租税滞納状況

正 誤

（単位：百万円）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ(Ａ＋Ｂ－Ｃ)

平成３０年度末 令和元年度末

滞納整理中 新規発生 整理済額 滞納整理中

のものの額 滞納額 のものの額

（前期繰越額） （次期繰越額）

（95.5％） （81.6％） （87.0％） （89.4％）

16,029 15,833 17,531 14,331

6,905 3,217 3,616 6,506

内　源泉所得税 1,510 766 737 1,539

内　申告所得税 5,395 2,451 2,879 4,967

1,837 1,862 2,054 1,645

316 303 346 273

6,904 10,356 11,426 5,834

67 95 89 73

（注） １　（　）内の数値は、対前年度比です。

　　　 ２　地方消費税を除いています。

　　　 ４　各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。

　　　 ３　令和２年４月及び令和２年５月に督促状を発付した「滞納」のうち、その国税の所属年度（納税義務が
　　　　　成立した日の属する年度）が令和元年度所属となるものを含んでいます。

全税目

所得税

法人税

相続税

消費税

その他税目

○ 令和元年度租税滞納状況

（単位：百万円）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ(Ａ＋Ｂ－Ｃ)

平成３０年度末 令和元年度末

滞納整理中 新規発生 整理済額 滞納整理中

のものの額 滞納額 のものの額

（前期繰越額） （次期繰越額）

（95.5％） （81.6％） （87.0％） （89.4％）

16,029 15,833 17,531 14,331

6,905 3,216 3,616 6,506

内　源泉所得税 1,510 766 737 1,539

　内　申告所得税 5,395 2,451 2,879 4,967

1,837 1,862 2,054 1,645

316 303 346 273

6,904 10,356 11,426 5,834

67 95 89 73

（注） １　（　）内の数値は、対前年度比です。

　　　 ２　地方消費税を除いています。

　　　 ４　各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。

　　　 ３　令和２年４月及び令和２年５月に督促状を発付した「滞納」のうち、その国税の所属年度（納税義務が
　　　　　成立した日の属する年度）が令和元年度所属となるものを含んでいます。

全税目

所得税

法人税

相続税

消費税

その他税目

○ 令和元年度租税滞納状況



【ポイント】 【ポイント】

下線部が修正箇所である。

○　新規発生滞納額の推移

　　（注） １　地方消費税を除いています。
　　　　　 ２　各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。

　　なお、令和元年度の滞納発生割合（新規発生滞納額（１５８億３３百万円）／徴収決定済額（１兆２，１５８億２２
　百万円））は１．３％で、平成３０年度（１．６％）を、０．３ポイント下回りました。

（注）　徴収決定済額とは、申告などにより課税されたものをいいます。

令和元年度租税滞納状況について

２　新規発生滞納額

正 誤

２　新規発生滞納額
　　期限内収納を確保するため、期限内納付に関する広報や納期限前後の納付指導の実施、滞納の未然防止に努めた結果、
　令和元年度の新規発生滞納額は、１５８億３３百万円となりました。
　　（平成３０年度（１９４億円）より３５億６７百万円（１８．４％）減少）

○新規発生滞納額（１５８億３３百万円）は、平成３０年度（１９４億円）より３５億６７百万円減少しました。

２　新規発生滞納額
　　期限内収納を確保するため、期限内納付に関する広報や納期限前後の納付指導の実施、滞納の未然防止に努めた結果、
　令和元年度の新規発生滞納額は、１５８億３３百万円となりました。
　　（平成３０年度（１９４億円）より３５億６７百万円（１８．４％）減少）

○新規発生滞納額（１５８億３３百万円）は、平成３０年度（１９４億円）より３５億６７百万円減少しました。

○　新規発生滞納額の推移

　　（注） １　地方消費税を除いています。
　　　　　 ２　各々の計数で四捨五入をしているため合計とは一致しない場合があります。

　　なお、令和元年度の滞納発生割合（新規発生滞納額（１５８億３３百万円）／徴収決定済額（１兆２，１５８億１２
　百万円））は１．３％で、平成３０年度（１．６％）を、０．３ポイント下回りました。

（注）　徴収決定済額とは、申告などにより課税されたものをいいます。

18,694

17,341
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相続税

303百万円

消費税

10,356百万円

その他税目

95百万円
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申告所得税

2,451百万円

法人税

1,862百万円

相続税

303百万円

消費税

10,356百万円

その他税目

95百万円



下線部が修正箇所である。

令和元年度租税滞納状況について

（参考２）　税目別の租税滞納状況

正 誤

区分

（ 103.2% ）

16,630

（ 118.7% ）

19,647

（ 121.6% ）

19,486

（ 101.0% ）

16,791

（ 101.0% ）

16,791

（ 98.7% ）

19,400

（ 103.5% ）

20,162

（ 95.5% ）

16,029

（ 95.5% ）

16,029

（ 81.6% ）

15,833

（ 87.0% ）

17,531

（ 89.4% ）

14,331

29
（ 93.0% ）

1,564

（ 142.1% ）

868

（ 117.3% ）

854

（ 100.9% ）

1,578

30
（ 100.9% ）

1,578

（ 107.0% ）

929

（ 116.7% ）

997

（ 95.7% ）

1,510

元
（ 95.7% ）

1,510

（ 82.5% ）

766

（ 73.9% ）

737

（ 101.9% ）

1,539

29
（ 97.8% ）

6,510

（ 119.7% ）

3,153

（ 127.1% ）

3,534

（ 94.1% ）

6,129

30
（ 94.1% ）

6,129

（ 96.5% ）

3,042

（ 106.8% ）

3,776

（ 88.0% ）

5,395

元
（ 88.0% ）

5,395

（ 80.6% ）

2,451

（ 76.2% ）

2,879

（ 92.1% ）

4,967

29
（ 147.8% ）

1,380

（ 176.6% ）

2,087

（ 226.4% ）

1,666

（ 130.5% ）

1,801

30
（ 130.5% ）

1,801

（ 82.2% ）

1,715

（ 100.8% ）

1,679

（ 102.0% ）

1,837

元
（ 102.0% ）

1,837

（ 108.6% ）

1,862

（ 122.3% ）

2,054

（ 89.5% ）

1,645

29
（ 64.0% ）

242

（ 142.0% ）

345

（ 82.1% ）

311

（ 114.0% ）

276

30
（ 114.0% ）

276

（ 110.1% ）

380

（ 109.3% ）

340

（ 114.5% ）

316

元
（ 114.5% ）

316

（ 79.7% ）

303

（ 101.8% ）

346

（ 86.4% ）

273

（ 107.2% ）

6,772

（ 110.2% ）

13,005

（ 113.3% ）

12,859

（ 102.2% ）

6,918

（ 102.2% ）

6,918

（ 101.8% ）

13,241

（ 103.1% ）

13,255

（ 99.8% ）

6,904

（ 99.8% ）

6,904

（ 78.2% ）

10,356

（ 86.2% ）

11,426

（ 84.5% ）

5,834

29
（ 115.7% ）

162

（ 245.5% ）

189

（ 476.4% ）

262

（ 54.9% ）

89

30
（ 54.9% ）

89

（ 49.2% ）

93

（ 43.9% ）

115

（ 75.3% ）

67

元
（ 75.3% ）

67

（ 102.2% ）

95

（ 77.4% ）

89

（ 109.0% ）

73

外　1,831
全

税

目
合
計

元

29

30

外　1,826

外　1,831

外　3,505 外　3,457

外　3,563

外　3,563

滞納整理中のものの額

外　3,505 外　3,457 外　1,826

　　　 ２　上記の計数は、国税の滞納状況を示したものであるため、地方消費税を除いています。　　

外　1,831 外　2,799 外　3,077 外　1,553

（単位：百万円）

Ｄ（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

外　1,778

滞納整理中のものの額税目 新規発生滞納額

Ｃ

整　理　済　額

（参考２）

Ａ　前年度 Ｂ

外　3,077 外　1,553

　　　　　 ただし、地方税法附則第９条の４の規定により、当分の間、国が消費税の賦課徴収と併せて地方

　       消費税の賦課徴収を行うものとされていることから、「全税目合計」欄及び「消費税」欄の外書と

外　1,778

元

外　1,826 外　3,568

　       として、地方消費税の滞納状況を示しています。

外　1,831 外　2,799

消

費
税

29

30

外　3,568外　1,826

　　　 ３　各々の計数において、百万円未満を四捨五入したため、合計とは一致しない場合があります。

そ

の
他
税

目

税

　

　
　

　
目

　

　

　
　
別

　

　

　
　
の

　

　

　
　

内

　
　

　
　

訳

源

泉

所
得

税

申
告

所
得
税

相
続

税

法
人

税

（注） １　（　）内の数値は、対前年度比です。

税目別の租税滞納状況

区分

（ 103.2% ）

16,630

（ 118.7% ）

19,647

（ 121.6% ）

19,486

（ 101.0% ）

16,791

（ 101.0% ）

16,791

（ 98.7% ）

19,400

（ 103.5% ）

20,162

（ 95.5% ）

16,029

（ 95.5% ）

16,029

（ 81.6% ）

15,833

（ 87.0% ）

17,531

（ 89.4% ）

14,331

29
（ 93.0% ）

1,564

（ 142.1% ）

868

（ 117.3% ）

854

（ 100.9% ）

1,578

30
（ 100.9% ）

1,578

（ 107.0% ）

929

（ 116.7% ）

997

（ 95.7% ）

1,510

元
（ 95.7% ）

1,510

（ 82.5% ）

766

（ 73.9% ）

737

（ 101.9% ）

1,539

29
（ 97.8% ）

6,510

（ 119.7% ）

3,153

（ 127.1% ）

3,534

（ 94.1% ）

6,129

30
（ 94.1% ）

6,129

（ 96.5% ）

3,042

（ 106.8% ）

3,776

（ 88.0% ）

5,395

元
（ 88.0% ）

5,395

（ 80.6% ）

2,451

（ 76.2% ）

2,879

（ 92.1% ）

4,967

29
（ 147.8% ）

1,380

（ 176.6% ）

2,087

（ 226.4% ）

1,666

（ 130.5% ）

1,801

30
（ 130.5% ）

1,801

（ 82.2% ）

1,715

（ 100.8% ）

1,679

（ 102.0% ）

1,837

元
（ 102.0% ）

1,837

（ 108.6% ）

1,862

（ 122.3% ）

2,054

（ 89.5% ）

1,645

29
（ 64.0% ）

242

（ 142.0% ）

345

（ 82.1% ）

311

（ 114.0% ）

276

30
（ 114.0% ）

276

（ 110.1% ）

380

（ 109.3% ）

340

（ 114.5% ）

316

元
（ 114.5% ）

316

（ 79.7% ）

303

（ 101.8% ）

346

（ 86.4% ）

273

（ 107.2% ）

6,772

（ 110.2% ）

13,005

（ 113.3% ）

12,859

（ 102.2% ）

6,918

（ 102.2% ）

6,918

（ 101.8% ）

13,241

（ 103.1% ）

13,255

（ 99.8% ）

6,904

（ 99.8% ）

6,904

（ 78.2% ）

10,356

（ 86.2% ）

11,426

（ 84.5% ）

5,834

29
（ 115.7% ）

162

（ 245.5% ）

189

（ 476.4% ）

262

（ 54.9% ）

89

30
（ 54.9% ）

89

（ 49.2% ）

93

（ 43.9% ）

115

（ 75.3% ）

67

元
（ 75.3% ）

67

（ 102.2% ）

95

（ 77.4% ）

89

（ 109.0% ）

73

外　1,831
全

税
目
合

計

元

29

30

外　1,826

外　1,831

外　3,505 外　3,457

外　3,563

外　3,563

滞納整理中のものの額

外　3,505 外　3,457 外　1,826

　　　 ２　上記の計数は、国税の滞納状況を示したものであるため、地方消費税を除いています。　　

外　1,831 外　2,799 外　3,077 外　1,553

（単位：百万円）

Ｄ（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

外　1,777

滞納整理中のものの額税目 新規発生滞納額

Ｃ

整　理　済　額

（参考２）

Ａ　前年度 Ｂ

外　3,077 外　1,553

　　　　　 ただし、地方税法附則第９条の４の規定により、当分の間、国が消費税の賦課徴収と併せて地方

　       消費税の賦課徴収を行うものとされていることから、「全税目合計」欄及び「消費税」欄の外書と

外　1,777

元

外　1,826 外　3,568

　       として、地方消費税の滞納状況を示しています。

外　1,831 外　2,799

消

費
税

29

30

外　3,568外　1,826

　　　 ３　各々の計数において、百万円未満を四捨五入したため、合計とは一致しない場合があります。

そ
の

他
税
目

税
　

　
　

　

目
　

　
　
　
別

　

　
　

　
の

　
　

　

　

内

　
　

　
　

訳

源
泉

所
得

税

申
告

所
得

税

相

続
税

法

人
税

（注） １　（　）内の数値は、対前年度比です。

税目別の租税滞納状況



【ポイント】 【ポイント】

下線部が修正箇所である。

○　新規発生滞納額の推移

　　（注） １　地方消費税を除いています。
　　　　　 ２　各々の計数において、百万円未満を四捨五入したため合計とは一致しない場合があります。

　　　なお、平成３０年度の滞納発生割合（新規発生滞納額（１９４億円）／徴収決定済額（１兆２，１７２億２３百万円））
　　は１．５９３％で、平成２９年度（１．６３３％）を、０．０４ポイント下回りました。
　　　（注）　徴収決定済額とは、申告などにより課税されたものをいいます。

平成３０年度租税滞納状況について

２　新規発生滞納額

正 誤

２　新規発生滞納額
　　期限内収納を確保するため、期限内納付に関する広報や納期限前後の納付指導の実施など、滞納の未然防止に努め
　ました。

　　平成３０年度の新規発生滞納額は、１９４億円となっています。
　　（平成２９年度（１９６億４７百万円）より２億４７百万円（１．３％）減少）

 ○新規発生滞納額（１９４億円）は、平成２９年度（１９６億４，７００万円）より２億４，７００万円減少し
ました。

２　新規発生滞納額
　　期限内収納を確保するため、期限内納付に関する広報や納期限前後の納付指導の実施など、滞納の未然防止に努め
　ました。

　　平成３０年度の新規発生滞納額は、１９４億円となっています。
　　（平成２９年度（１９６億４７百万円）より２億４７百万円（１．３％）減少）

 ○新規発生滞納額（１９４億円）は、平成２９年度（１９６億４，７００万円）より２億４，７００万円減少し
ました。

○　新規発生滞納額の推移

　　（注） １　地方消費税を除いています。
　　　　　 ２　各々の計数において、百万円未満を四捨五入したため合計とは一致しない場合があります。

　　　なお、平成３０年度の滞納発生割合（新規発生滞納額（１９４億円）／徴収決定済額（１兆２，１７２億１４百万円））
　　は１．５９３％で、平成２９年度（１．６３３％）を、０．０４ポイント下回りました。
　　　（注）　徴収決定済額とは、申告などにより課税されたものをいいます。
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平成３０年度租税滞納状況について

（参考２）　税目別の租税滞納状況

正 誤

下線部が修正箇所である。

区分

（ 94.8% ）

16,111

（ 83.5% ）

16,548

（ 77.4% ）

16,029

（ 103.2% ）

16,630

（ 103.2% ）

16,630

（ 118.7% ）

19,647

（ 121.6% ）

19,486

（ 101.0% ）

16,791

（ 101.0% ）

16,791

（ 98.7% ）

19,400

（ 103.5% ）

20,162

（ 95.5% ）

16,029

28
（ 92.3% ）

1,681

（ 87.2% ）

611

（ 86.6% ）

728

（ 93.0% ）

1,564

29
（ 93.0% ）

1,564

（ 142.1% ）

868

（ 117.3% ）

854

（ 100.9% ）

1,578

30
（ 100.9% ）

1,578

（ 107.0% ）

929

（ 116.7% ）

997

（ 95.7% ）

1,510

28
（ 96.5% ）

6,658

（ 95.7% ）

2,633

（ 92.9% ）

2,781

（ 97.8% ）

6,510

29
（ 97.8% ）

6,510

（ 119.7% ）

3,153

（ 127.1% ）

3,534

（ 94.1% ）

6,129

30
（ 94.1% ）

6,129

（ 96.5% ）

3,042

（ 106.8% ）

3,776

（ 88.0% ）

5,395

28
（ 77.4% ）

934

（ 90.6% ）

1,182

（ 46.7% ）

736

（ 147.8% ）

1,380

29
（ 147.8% ）

1,380

（ 176.6% ）

2,087

（ 226.4% ）

1,666

（ 130.5% ）

1,801

30
（ 130.5% ）

1,801

（ 82.2% ）

1,715

（ 100.8% ）

1,679

（ 102.0% ）

1,837

28
（ 90.0% ）

378

（ 100.8% ）

243

（ 133.9% ）

379

（ 64.0% ）

242

29
（ 64.0% ）

242

（ 142.0% ）

345

（ 82.1% ）

311

（ 114.0% ）

276

30
（ 114.0% ）

276

（ 110.1% ）

380

（ 109.3% ）

340

（ 114.5% ）

316

（ 96.8% ）

6,320

（ 80.1% ）

11,802

（ 76.0% ）

11,350

（ 107.2% ）

6,772

（ 107.2% ）

6,772

（ 110.2% ）

13,005

（ 113.3% ）

12,859

（ 102.2% ）

6,918

（ 102.2% ）

6,918

（ 101.8% ）

13,241

（ 103.1% ）

13,255

（ 99.8% ）

6,904

28
（ 110.2% ）

140

（ 83.7% ）

77

（ 69.6% ）

55

（ 115.7% ）

162

29
（ 115.7% ）

162

（ 245.5% ）

189

（ 476.4% ）

262

（ 54.9% ）

89

30
（ 54.9% ）

89

（ 49.2% ）

93

（ 43.9% ）

115

（ 75.3% ）

67

外　1,826
全

税

目
合
計

30

28

29

外　1,777

外　1,826

外　3,177 外　3,042

外　3,457

外　3,457

滞納整理中のものの額

外　3,177 外　3,042 外　1,777

　　　 ２　上記の計数は、国税の滞納状況を示したものであるため、地方消費税を除いています。　　

外　1,826 外　3,568 外　3,563 外　1,831

（単位：百万円）

Ｄ（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

外　1,643

滞納整理中のものの額税目 新規発生滞納額

Ｃ

整　理　済　額

（参考２）

Ａ　前年度 Ｂ

外　3,563 外　1,831

　　　　　 ただし、地方税法附則第９条の４の規定により、当分の間、国が消費税の賦課徴収と併せて地方

　       消費税の賦課徴収を行うものとされていることから、「全税目合計」欄及び「消費税」欄の外書と

外　1,643

30

外　1,777 外　3,505

　       として、地方消費税の滞納状況を示しています。

外　1,826 外　3,568

消

費

税

28

29

外　3,505外　1,777

　　　 ３　各々の計数において、百万円未満を四捨五入したため、合計とは一致しない場合があります。

そ

の

他
税

目

税

　

　
　

　

目

　

　
　
　

別

　

　
　

　
の

　

　

　

　

内
　
　

　

　

訳

源

泉

所
得

税

申
告

所
得

税

相

続

税

法

人

税

（注） １　（　）内の数値は、対前年度比です。

税目別の租税滞納状況

区分

（ 94.8% ）

16,111

（ 83.5% ）

16,548

（ 77.4% ）

16,029

（ 103.2% ）

16,630

（ 103.2% ）

16,630

（ 118.7% ）

19,647

（ 121.6% ）

19,486

（ 101.0% ）

16,791

（ 101.0% ）

16,791

（ 98.7% ）

19,400

（ 103.5% ）

20,162

（ 95.5% ）

16,029

28
（ 92.3% ）

1,681

（ 87.2% ）

611

（ 86.6% ）

728

（ 93.0% ）

1,564

29
（ 93.0% ）

1,564

（ 142.1% ）

868

（ 117.3% ）

854

（ 100.9% ）

1,578

30
（ 100.9% ）

1,578

（ 107.0% ）

929

（ 116.7% ）

997

（ 95.7% ）

1,510

28
（ 96.5% ）

6,658

（ 95.7% ）

2,633

（ 92.9% ）

2,781

（ 97.8% ）

6,510

29
（ 97.8% ）

6,510

（ 119.7% ）

3,153

（ 127.1% ）

3,534

（ 94.1% ）

6,129

30
（ 94.1% ）

6,129

（ 96.5% ）

3,042

（ 106.8% ）

3,776

（ 88.0% ）

5,395

28
（ 77.4% ）

934

（ 90.6% ）

1,182

（ 46.7% ）

736

（ 147.8% ）

1,380

29
（ 147.8% ）

1,380

（ 176.6% ）

2,087

（ 226.4% ）

1,666

（ 130.5% ）

1,801

30
（ 130.5% ）

1,801

（ 82.2% ）

1,715

（ 100.8% ）

1,679

（ 102.0% ）

1,837

28
（ 90.0% ）

378

（ 100.8% ）

243

（ 133.9% ）

379

（ 64.0% ）

242

29
（ 64.0% ）

242

（ 142.0% ）

345

（ 82.1% ）

311

（ 114.0% ）

276

30
（ 114.0% ）

276

（ 110.1% ）

380

（ 109.3% ）

340

（ 114.5% ）

316

（ 96.8% ）

6,320

（ 80.1% ）

11,802

（ 76.0% ）

11,350

（ 107.2% ）

6,772

（ 107.2% ）

6,772

（ 110.2% ）

13,005

（ 113.3% ）

12,859

（ 102.2% ）

6,918

（ 102.2% ）

6,918

（ 101.8% ）

13,241

（ 103.1% ）

13,255

（ 99.8% ）

6,904

28
（ 110.2% ）

140

（ 83.7% ）

77

（ 69.6% ）

55

（ 115.7% ）

162

29
（ 115.7% ）

162

（ 245.5% ）

189

（ 476.4% ）

262

（ 54.9% ）

89

30
（ 54.9% ）

89

（ 49.2% ）

93

（ 43.9% ）

115

（ 75.3% ）

67

　　　 ３　各々の計数において、百万円未満を四捨五入したため、合計とは一致しない場合があります。

そ

の

他
税

目

（注） １　（　）内の数値は、対前年度比です。

　　　 ２　上記の計数は、国税の滞納状況を示したものであるため、地方消費税を除いています。　　

　　　　　 ただし、地方税法附則第９条の４の規定により、当分の間、国が消費税の賦課徴収と併せて地方

　       消費税の賦課徴収を行うものとされていることから、「全税目合計」欄及び「消費税」欄の外書と

　       として、地方消費税の滞納状況を示しています。

外　1,826

30

外　1,826 外　3,568 外　3,563 外　1,831

消

費

税

28

外　1,643 外　3,177 外　3,042 外　1,778

29

外　1,778 外　3,505 外　3,457

30

外　1,826 外　3,568 外　3,563 外　1,831

税

　

　
　

　

目

　

　
　
　

別

　

　
　

　
の

　
　

　

　

内
　
　

　

　

訳

源

泉

所
得
税

申
告

所
得

税

法

人
税

相

続

税

外　1,778

29

外　1,778 外　3,505 外　3,457 外　1,826

税目 滞納整理中のものの額 新規発生滞納額 整　理　済　額 滞納整理中のものの額

全

税

目
合
計

28

外　1,643 外　3,177 外　3,042

（参考２）

（単位：百万円）

Ａ　前年度 Ｂ Ｃ Ｄ（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

税目別の租税滞納状況



下線部が修正箇所である。

１　新規発生滞納額
　　期限内収納を確保するため、期限内納付に関する広報や納期限前後の納付指導の実施など、滞納の未然防止に努め
　ました。

　　平成２９年度の新規発生滞納額は、１９６億４７百万円となっています。
　　（平成２８年度（１６５億４８百万円）より３０億９９百万円（１８．７％）増加）

　　このうち、消費税については、１３０億５百万円となっています。
　　（平成２８年度（１１８億２百万円）より１２億３百万円（１０．２％）増加）

○　新規発生滞納額の推移

（注） １　地方消費税を除いています。
　　　 ２　各々の計数において、百万円未満を四捨五入したため合計とは一致しない場合があります。

　　　なお、平成２９年度の滞納発生割合（新規発生滞納額（１９６億４７百万円）／徴収決定済額（１兆２，０３０億
　　９８百万円））は、１．６％と、前年度（１．４％）を０．２ポイント上回りました。

（注）　徴収決定済額とは、申告などにより課税されたものをいいます。

１　新規発生滞納額
　　期限内収納を確保するため、期限内納付に関する広報や納期限前後の納付指導の実施など、滞納の未然防止に努め
　ました。

　　平成２９年度の新規発生滞納額は、１９６億４７百万円となっています。
　　（平成２８年度（１６５億４８百万円）より３０億９９百万円（１８．７％）増加）

　　このうち、消費税については、１３０億５百万円となっています。
　　（平成２８年度（１１８億２百万円）より１２億３百万円（１０．２％）増加）

○　新規発生滞納額の推移

（注） １　地方消費税を除いています。
　　　 ２　各々の計数において、百万円未満を四捨五入したため合計とは一致しない場合があります。

　　　なお、平成２９年度の滞納発生割合（新規発生滞納額（１９６億４７百万円）／徴収決定済額（１兆２，０３０億
　　８９百万円））は、１．６％と、前年度（１．４％）を０．２ポイント上回りました。

（注）　徴収決定済額とは、申告などにより課税されたものをいいます。

平成２９年度租税滞納状況について

１　新規発生滞納額

正 誤
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源泉所得税

868百万円

申告所得税

3,153百万円

法人税

2,087百万円

相続税

345百万円

消費税

13,005百万円

その他税目

189百万円



下線部が修正箇所である。

平成２９年度租税滞納状況について

（参考２）　税目別の租税滞納状況

誤正

区分

（ 99.6% ）

17,003

（ 116.2% ）

19,816

（ 120.9% ）

20,708

（ 94.8% ）

16,111

（ 94.8% ）

16,111

（ 83.5% ）

16,548

（ 77.4% ）

16,029

（ 103.2% ）

16,630

（ 103.2% ）

16,630

（ 118.7% ）

19,647

（ 121.6% ）

19,486

（ 101.0% ）

16,791

27
（ 86.1% ）

1,821

（ 103.1% ）

701

（ 86.3% ）

841

（ 92.3% ）

1,681

28
（ 92.3% ）

1,681

（ 87.2% ）

611

（ 86.6% ）

728

（ 93.0% ）

1,564

29
（ 93.0% ）

1,564

（ 142.1% ）

868

（ 117.3% ）

854

（ 100.9% ）

1,578

27
（ 100.1% ）

6,901

（ 83.6% ）

2,751

（ 91.3% ）

2,994

（ 96.5% ）

6,658

28
（ 96.5% ）

6,658

（ 95.7% ）

2,633

（ 92.9% ）

2,781

（ 97.8% ）

6,510

29
（ 97.8% ）

6,510

（ 119.7% ）

3,153

（ 127.1% ）

3,534

（ 94.1% ）

6,129

27
（ 96.2% ）

1,206

（ 94.2% ）

1,304

（ 110.1% ）

1,576

（ 77.4% ）

934

28
（ 77.4% ）

934

（ 90.6% ）

1,182

（ 46.7% ）

736

（ 147.8% ）

1,380

29
（ 147.8% ）

1,380

（ 176.6% ）

2,087

（ 226.4% ）

1,666

（ 130.5% ）

1,801

27
（ 87.0% ）

420

（ 158.6% ）

241

（ 131.6% ）

283

（ 90.0% ）

378

28
（ 90.0% ）

378

（ 100.8% ）

243

（ 133.9% ）

379

（ 64.0% ）

242

29
（ 64.0% ）

242

（ 142.0% ）

345

（ 82.1% ）

311

（ 114.0% ）

276

（ 104.6% ）

6,528

（ 129.2% ）

14,727

（ 134.4% ）

14,935

（ 96.8% ）

6,320

（ 96.8% ）

6,320

（ 80.1% ）

11,802

（ 76.0% ）

11,350

（ 107.2% ）

6,772

（ 107.2% ）

6,772

（ 110.2% ）

13,005

（ 113.3% ）

12,859

（ 102.2% ）

6,918

27
（ 139.6% ）

127

（ 64.3% ）

92

（ 73.8% ）

79

（ 110.2% ）

140

28
（ 110.2% ）

140

（ 83.7% ）

77

（ 69.6% ）

55

（ 115.7% ）

162

29
（ 115.7% ）

162

（ 245.5% ）

189

（ 476.4% ）

262

（ 54.9% ）

89

　　　 ３　各々の計数において、百万円未満を四捨五入したため、合計とは一致しない場合があります。

そ

の

他
税

目

（注） １　（　）内の数値は、対前年度比です。

　　　 ２　上記の計数は、国税の滞納状況を示したものであるため、地方消費税を除いています。　　

　　　　　 ただし、地方税法附則第９条の４の規定により、当分の間、国が消費税の賦課徴収と併せて地方

　       消費税の賦課徴収を行うものとされていることから、「全税目合計」欄及び「消費税」欄の外書と

　       として、地方消費税の滞納状況を示しています。

外　1,778

29

外　1,778 外　3,505 外　3,457 外　1,826

消

費

税

27

外　1,677 外　3,963 外　3,997 外　1,643

28

外　1,643 外　3,177 外　3,042

29

外　1,778 外　3,505 外　3,457 外　1,826

税

　

　
　

　

目

　

　

　
　

別

　

　

　

　
の

　

　

　

　

内

　
　

　

　

訳

源

泉

所
得

税

申

告

所
得

税

法

人

税

相

続

税

外　1,643

28

外　1,643 外　3,177 外　3,042 外　1,778

税目 滞納整理中のものの額 新規発生滞納額 整　理　済　額 滞納整理中のものの額

全

税

目
合

計

27

外　1,677 外　3,963 外　3,997

（参考２）

（単位：百万円）

Ａ　前年度 Ｂ Ｃ Ｄ（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

税目別の租税滞納状況

区分

（ 99.6% ）

17,003

（ 116.2% ）

19,816

（ 120.9% ）

20,708

（ 94.8% ）

16,111

（ 94.8% ）

16,111

（ 83.5% ）

16,548

（ 77.4% ）

16,029

（ 103.2% ）

16,630

（ 103.2% ）

16,630

（ 118.7% ）

19,647

（ 121.6% ）

19,486

（ 101.0% ）

16,791

27
（ 86.1% ）

1,821

（ 103.1% ）

701

（ 86.3% ）

841

（ 92.3% ）

1,681

28
（ 92.3% ）

1,681

（ 87.2% ）

611

（ 86.6% ）

728

（ 93.0% ）

1,564

29
（ 93.0% ）

1,564

（ 142.1% ）

868

（ 117.3% ）

854

（ 100.9% ）

1,578

27
（ 100.1% ）

6,901

（ 83.6% ）

2,751

（ 91.3% ）

2,994

（ 96.5% ）

6,658

28
（ 96.5% ）

6,658

（ 95.7% ）

2,633

（ 92.9% ）

2,781

（ 97.8% ）

6,510

29
（ 97.8% ）

6,510

（ 119.7% ）

3,153

（ 127.1% ）

3,534

（ 94.1% ）

6,129

27
（ 96.2% ）

1,206

（ 94.2% ）

1,304

（ 110.1% ）

1,576

（ 77.4% ）

934

28
（ 77.4% ）

934

（ 90.6% ）

1,182

（ 46.7% ）

736

（ 147.8% ）

1,380

29
（ 147.8% ）

1,380

（ 176.6% ）

2,087

（ 226.4% ）

1,666

（ 130.5% ）

1,801

27
（ 87.0% ）

420

（ 158.6% ）

241

（ 131.6% ）

283

（ 90.0% ）

378

28
（ 90.0% ）

378

（ 100.8% ）

243

（ 133.9% ）

379

（ 64.0% ）

242

29
（ 64.0% ）

242

（ 142.0% ）

345

（ 82.1% ）

311

（ 114.0% ）

276

（ 104.6% ）

6,528

（ 129.2% ）

14,727

（ 134.4% ）

14,935

（ 96.8% ）

6,320

（ 96.8% ）

6,320

（ 80.1% ）

11,802

（ 76.0% ）

11,350

（ 107.2% ）

6,772

（ 107.2% ）

6,772

（ 110.2% ）

13,005

（ 113.3% ）

12,859

（ 102.2% ）

6,918

27
（ 139.6% ）

127

（ 64.3% ）

92

（ 73.8% ）

79

（ 110.2% ）

140

28
（ 110.2% ）

140

（ 83.7% ）

77

（ 69.6% ）

55

（ 115.7% ）

162

29
（ 115.7% ）

162

（ 245.5% ）

189

（ 476.4% ）

262

（ 54.9% ）

89

外　1,777
全
税

目
合
計

29

27

28

外　1,643

外　1,777

外　3,963 外　3,997

外　3,042

外　3,042

滞納整理中のものの額

外　3,963 外　3,997 外　1,643

　　　 ２　上記の計数は、国税の滞納状況を示したものであるため、地方消費税を除いています。　　

外　1,777 外　3,505 外　3,457 外　1,826

（単位：百万円）

Ｄ（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

外　1,677

滞納整理中のものの額税目 新規発生滞納額

Ｃ

整　理　済　額

（参考２）

Ａ　前年度 Ｂ

外　3,457 外　1,826

　　　　　 ただし、地方税法附則第９条の４の規定により、当分の間、国が消費税の賦課徴収と併せて地方

　       消費税の賦課徴収を行うものとされていることから、「全税目合計」欄及び「消費税」欄の外書と

外　1,677

29

外　1,643 外　3,177

　       として、地方消費税の滞納状況を示しています。

外　1,777 外　3,505

消

費

税

27

28

外　3,177外　1,643

　　　 ３　各々の計数において、百万円未満を四捨五入したため、合計とは一致しない場合があります。

そ
の

他
税
目

税
　

　
　
　

目
　
　

　
　
別
　
　
　

　
の
　
　

　
　
内

　
　

　
　
訳

源

泉
所
得
税

申
告
所
得
税

相

続
税

法
人
税

（注） １　（　）内の数値は、対前年度比です。

税目別の租税滞納状況


